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たとえば、Xは、A女がすでに 16 歳だと思い、15 歳の少女を誘惑して
性的関係をもった (ドイツ刑法 182 条「誘惑」) とか、Yは、ゼミナール
で、彼のとなりに座っていた彼の友人 B のペンを自分のポケットに突っ
込んだ (ドイツ刑法 242 条「窃盗」)。その際、Y はそれが自分のペンで
あると思っており、友人 B も同じ種類のペンを所有しているとは知らな
かった。「16 歳未満」という少女の年齢も、物の「他人」性も、構成要件







































(Arbeitgeber)」(ドイツ刑法 266 条 a) の性質についての錯誤を単なる当



















( 1 ) Vgl. H. H. Lesch, Dogmatische Grundlagen zur Behandlung des
Verbotsirrtum, JA 1996, S. 346 ff.
( 2 ) Vgl. H. H. Lesch, a. a. O. (Fn. 1), S. 346.
( 3 ) H. -G. Warda, Die Abgrenzung von Tatbestands- und Verbotsirrtum bei
Blankettsstrafgesetzen, 1955, S. 45 ff. ; M. Maiwald, Unrechtskenntnis und
Vorsatz im Steuerstrafrecht, 1984, S. 25 ff. ; F. Meyer, Der Verbotsirrtum im
Steuerstrafrecht, NStZ 1986, S. 443 ff.
( 4 ) P. Allgayer, in : J. P. Graf / M. Jäger / P. Wittig (Hrsg.) Wirtschafts- und
Steuerstrafrecht, Kommentar, 2011, S. 2649 f., §369 AO Rdn. 26 und Rdn. 28.
これに同意するのは、A. Meyberg, Bedingter Vorsatz und Irrtum über
Steueranspruch, PStR 2011, 308 ff.
( 5 ) BGH NStZ 2012, S. 160. (=wistra 2011, S. 465. ; NZWiSt 2012, S. 71. ; ZWH
2012, S. 153. ; BGHR StGB§16 Abs 1 Umstand 5.) これについては、わたしの
「売上税の租税逋脱罪に関する事案について行為事情の錯誤を理由として一
部無罪を言い渡した第一審判決を破棄差戻した事例」産大法学 48 巻 3・4 号
(2015 年) 486頁以下を参照されたい。
( 6 ) BGH NStZ 2010, S. 337. (=wistra 2010, S. 29.)
( 7 ) A. Ransiek, Blankettstraftatbestand und Tatumstandsirrtum, wistra 2012,





























ドイツ刑法 16 条が構成要件の錯誤の場合に故意を阻却し、同 17 条が禁止
の錯誤の場合に故意を阻却せず、その錯誤が回避不可能な場合に責任のみ
を阻却することにしたものといえる。ちなみに、不法の意識と故意の分離









これに対して、ドイツ租税刑法では、かつては、1934 年 10月 16日に





ていたものであり、1968 年 8 月 12 日の第二次租税通則法刑法修正法
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たとえば、ドイツ租税通則法 370 条 1項 1 号の「租税上重要な」「租税


































































































































イツ売上税法 18 条 2項 2 号に反して、月額ではなく、四半期の売上税の
予約申込み (同法 18 条 2項 1 号) を申請したという場合、Bは、彼の行






































































































































370 条 1項 1 号の「租税上重要な」「租税の削減」などは、上述したよう
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M. Ebner, Steuerstrafrecht ― Neuere Entwicklungen, wistra 2012, S. 176 ff.,
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5．おわりに
上述したように、ドイツ租税通則法 370 条は、ドイツ連邦通常裁判所の
判例の立場に反して、全体として白地法規として理解されるべきではなく、
近時のドイツの有力化している学説とともに、「租税上重要な事実」や
「租税の削減」などといった規範的構成要件要素を伴う構成要件と理解す
るのが妥当であろう。このように理解した場合には、租税債権説と責任説
の間に矛盾が生じることもない。
規範的構成要件要素の場合には、構成要件の中に違法性の要素が含まれ
ており、素人仲間における平行的な評価が問題となることは責任説の論者
によっても広く承認されているし、ドイツ刑法 17 条の基本思想に反する
ものでもない。また、納税義務と行為義務 (説明義務や届出義務) は区別
して扱われるべきであるから、租税債権説に立てば、租税刑法における錯
誤の領域で禁止の錯誤の余地がなくなるという批判には理由がないことも
明らかになったと思われる。たしかに納税義務についての錯誤は構成要件
の錯誤となるが、この場合には租税を削減するつもりがないので、故意が
認められないのは当然であると解され、後はドイツ租税通則法 378 条の問
題となる。
以上、近時のドイツの租税刑法における構成要件の錯誤と禁止の錯誤の
区別の問題についての判例と学説を概観し、若干の検討を試みてきた。本
来であれば、わが国の判例と学説なども踏まえつつ、比較法的に検討すべ
きところであるが、異郷の地にあり、必要な邦語文献に接することができ
なかった。この問題の本格的な研究は他日を期すこととしたい。法学部で
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